	第56回　横浜市福祉のまちづくり推進会議
会議概要

	日　　時
	令和８年７月９日（木）　13時30分～15時30分

	開催場所
	横浜市庁舎18階　なみき９～12会議室

	出 席 者
	大原会長、中村副会長、有泉委員、板橋委員、太田委員、岡田（哲也）委員、小堤委員、音田委員、小泉委員、国分委員、高橋（敬太郎）委員、田島委員、田村委員、松村委員、山崎委員、山根委員、和久井委員（17名）　

	欠 席 者
	岡田（江里子）委員、高橋（明代）委員、高橋（章）委員、水野委員、森田委員（5名）

	開催形態
	

	議題等
	1． 開会
(1)委員の交代について
2． 議事
(1)公共交通機関の施設における大型ベッド基準化の検討について
３．報告
　　(1)横浜市福祉のまちづくり条例施行規則の一部改正について
　　(2)横浜市福祉のまちづくり推進指針の策定について
　　(3)令和７年度及び令和８年度 福祉のまちづくり推進事業について
４．その他

	決定事項
	

	資  料・
特記事項
	資料１　横浜市福祉のまちづくり推進会議委員名簿
資料２　公共交通機関の施設における大型ベッド基準化の検討について
別紙２−１　専門委員会[公共交通部門]委員名簿
資料３　横浜市福祉のまちづくり条例施行規則の一部改正について
別紙３−１　大型ベッド基準化に係る市民意見募集の実施について
資料４　横浜市福祉のまちづくり推進指針（令和８年度～12年度）の策定について
資料５　令和７年度福祉のまちづくり推進事業の報告及び令和８年度予算概要について
別紙５−１　令和８年度予算概要
別紙５−２　「ちがうことは自然なこと」こどもリーフレット
別紙５−３　「ちがうことは自然なこと」こどもリーフレット（教師用解説書）
参考資料１　ふくまちガイド令和８年度～12年度
参考資料２　ふくまちガイド令和８年度～12年度（別冊もっともっとアクション編）


	
	





	第5６回　横浜市福祉のまちづくり推進会議議事概要

	1. 議事：
（1） 公共交通機関の施設における大型ベッド基準化の検討について
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
（資料２、別紙２−１を説明）
大原会長
ご質問、ご意見をお願いしたい。
推進会議の委員としては鉄道事業者2社だが、専門委員会では各社から参加いただく。それぞれやり方が異なると思うので、情報交換を密にしていただければと思う。大型ベッドの仕様に関しては、建築物の基準を検討する際に時間をかけて議論したので、それほど大変ではないと思うが、どの程度普及させていくかという辺りが、今後の検討事項になるであろう。
太田委員
前回の会議から設置を進めてほしいという意見が出ていたので、十分加味して検討いただければと思う。今回、各鉄道会社さんが参加されるが、足並みはうまくそろえていただけるか。
大原会長
最低ここまでやろうというようなことが見えてくるのではないかと思う。会社によってどこに重点を置くか、視点が違うと思うので、情報交換をしてお互いに発展していければいいのではないか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
鉄道会社によって進め方や考え方に差があるとは思うが、市内鉄道駅における大型ベッド等のトイレ設備について、各社の見解を整理し、統一した基準として示していく必要があると考えている。そのため、そうした点をうまく擦り合わせながら進めていければと考えている。
大原会長
利用者が、複数の鉄道を利用する際、案内やサインがある程度統一されている必要がある。特に情報面での統一が図られるとよいと思う。
和久井委員
積極的に進めてほしい。付け加えて、大型ベッドの設置に当たっては、ベッドを開いたままにして車いす使用者が入れないことが多々あるので、使用後は元に戻すといった利用マナーの周知が必要ではないか。また、休憩や着替えなど本来の目的以外に利用されるケースもあることから、ハード面の整備だけでなく、適正利用に向けたソフト面の整備も含めて検討を進めていただきたい。
大原会長
大事な点だ。ハード面だけでなく、適正利用を促すルールづくりや、利用方法の周知など、ソフト面についても検討を進め、実現してほしい。
また、中身が充実し、利用しやすいものになるよう、専門委員会で十分に議論がなされることを期待する。
専門委員会を設置して進めていく方針に関して、了解いただきたい。
（異議なし）
　　専門委員会を設置し、検討を進めることについて了承された。
2. 報告：
（１）横浜市福祉のまちづくり条例施行規則の一部改正について
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
（資料３、別紙３−１を説明）
大原会長
これまで様々な意見を伺い検討した結果、このような形で整理されたものである。さらに発展的な取り組みとして、鉄道駅における大型ベッドの検討にもつながる内容であり、方向性として大変順調に進んでいると思う。
太田委員
大型ベッドの設置に当たり標識を設けるということだが、分かりやすい大型ベッドの表示デザイン案はあるのか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
大型ベッドという名称ではないが、介助用ベッドを表すJIS規格のピクトグラムがあるので、基本的にはそちらを掲示していただく。（画像を投影）
大原会長
既製品の中には長さが120cm程度の短いものもある。そのような場合にも標識は同じものを使用するか。今回の150cm以上の基準に満たない場合は、標識を付けないことになるか。150cmなど長さを表示できると、なおよいのではないか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
これはJISの規格は改変できないので、今後の検討になってくるかと思う。
大原会長
長さを付け加えることも不可能か、専門委員会の場で議論していくとよいと思う。
小堤委員
資料3（5）の便房内のスペースについて、直径150cm以上の円を確保する必要があり、2000㎡以上の建物の場合はより広い180cm以上の円を取ることが望ましいとの記載がある。その一方で、（1）のイ大型ベッドの設置対象となる施設の用途と規模について、国、県又は市町村の建物は2000㎡以上で、それ以外は5000㎡以上とある。ということは、大型ベッドの対象となる施設は全て2000㎡以上なので、全てが180cm以上の円を確保することが望ましいということか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
（1）のイ2000㎡以上は、不特定多数利用床面積を表している。不特定多数利用床面積とは、建物の延床面積ではなく、例えば店舗のバックヤード、事務室、事務所の会議室や事務スペースなど、誰もが入れる場所でない部分を除く床面積。不特定多数利用床面積で、2000㎡以上または5000㎡以上としている。一方、（5）の2000㎡以上は単純な延床面積のことなので、イコールではない。
大原会長
（5）の便房内のスペースについて、直径180cm以上の円とあるのは、大型ベッドを広げた状態でという文脈か。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
そうだ。大型ベッドを広げた状態で、直径150 cmの円があることが望ましい。さらに、延床が2000㎡以上の建物の場合は、同じく大型ベッドを広げた状態で、180 cm以上の円があることが望ましいという趣旨である。
大原会長
電動車いすなど大型の車いすのため、180cm以上の円を設ける規定については、大型ベッドの規定とは連動しないものと考えていた。大型ベッドを広げた状態で180cm以上の円を確保するとなると、かなり大変ではないか。
小堤委員
先ほどのご説明で、バックヤードを含んで2000㎡ということは、（1）のイの対象よりも狭い建物でも対象になるということか。
大原会長
大型ベッドの話と電動車いすの話は別に進んでいたように思うので、電動車いすの場合は大型ベッドを畳んで、空間が確保できればいいのではないか。
実際にそのような広いトイレを見たことがないし、仮に市役所のトイレをそれらの基準に合わせるとしたら、拡張しなければならない。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
これは今年の10月に改正する案として出している。現状の望ましい基準では、ベッドをたたんだ状態で150 cm以上の円を確保するとなっているのを、今回はベッドを広げた状態でも150cm欲しいというところを盛り込みたい。
『また』以降は、現状の基準の中で床面積が2000㎡以上はベッドをたたんだ状態で180cm以上を確保するというのがあり、それをそのまま記載してしまったと考えられる。
大原会長
では下の2行はなくても良いか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
そうだ。現状、ベッドをたたんだ状態で150cmという基準を、広げた状態でも150cm確保することが望ましいとする。
有泉委員
新築ではなくて、例えば用途変更など改修建物の場合に、大型ベッドは幅60 cmぐらいなので、既存の車いす用のバリアーフリーなトイレの大きさが満たない場合は、結構大掛かりな工事になる。その場合の軽減措置はあるか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
用途変更や改修での事前協議が、これまでも多々あるが、現実問題として広さが取れないことはどうしても出てくる。できればこうしてほしいが、そこは事前協議で相談しながらやっていただく。
有泉委員
分かった。だから整備を誘導しますとなっているのか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
ここは望ましい整備という、誘導する書き方だ。新築の場合はこの方法でやってほしいが、既存の改修で対応できるかは相談になる。
大原会長
10月施行なので、気が付いたらまたぜひご意見いただければと思う。

（２）横浜市福祉のまちづくり推進指針の策定について
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
（資料４、参考資料１、２を説明）
大原会長
皆さんからいろいろご意見をいただいて、結構、労作かなと思っている。
小泉委員
冊子のはけがいいのはこの薄さのせいだと思う。前回はすごく厚くて、誰も読みたくないような嫌いがあった。今回、この半分以下ならもっと良いと思うが、薄くしたことがとてもよかったと思う。
また、別冊もっともっとアクション編（以下、「アクション編」という。）が欲しいとの声があるとのことだが、アクション編が欲しいというのは、人の助け方を知りたいという市民が多いということだと思う。社会の障壁をなくす方法を知るという視点ではなく人の助け方を知る。その人の体の不具合が困りごとを生じている、だから健常者は助け方を知りましょうという人たちがまだまだ多いので、アクション編が欲しい人が多くなっていると感じた。
人の体は一人一人の違いの一つで、みんなで環境の障壁をなくしていけば、少し大げさかもしれないが、アクションがなくても困らない町になっていくのではないか、市としては、まだまだそういう考え方の普及を進めなければいけない状況だと思うので、その辺を感じてもらえたらと思う。
大原会長
大事な視点だと思う。要するにはけがいい、好評でたくさん必要とされている社会が求められているのかというと、こういうものがなくてもみんなが自然と支え合っていく、理解し合っていくような社会ができること、むしろこういうガイドがない社会をつくることが目標であり、今、たくさんはけているというのはいいことかどうか、という趣旨の意見でよいか？
小泉委員
人の助け方を知りたいという視点になっているのが問題だということだ。このアクション編は、社会の仕組みを変えようという視点ではなく、人の助け方が書いてある。だから社会のどこに障壁があって困る人ができるのかという視点に目が行っていない人がまだ多いという趣旨だ。
和久井委員
本会議室に投影されている動画は、どういう所で流していくのか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
昨年度作った『ふくまちガイド』をベースに、今年度作った動画だ。動画は、昨年度も新横浜駅の構内のデジタルサイネージで流していたが、今年度新しく地下鉄の車内放映でこの1つあたり15秒の動画を流す取り組みを進めている。その他、区役所や市役所のデジタルサイネージでも流していこうと考えている。
和久井委員
何パターンあるのか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
6パターンある。アクション編の、横浜で暮らす、訪れる人のアクションとして載せているイラストを使っており、エスカレーターで、エレベーターで、横断歩道で、電車の中で、トイレで、駐車場での6つである。

（３）令和７年度及び令和8年度福祉のまちづくり推進事業について
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
（資料５、別紙５-１、別紙５-２、別紙５-3を説明）
太田委員
1（3）パーキング・パーミット制度について、当事者の方や、利用希望の方の申請があれば発行されるか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
申請者が制度の対象者であれば、利用証を発行する。
太田委員
広報等はどうなるか。利用したい人は、もう少し多いかなと思うが。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
この制度の対象は、要介護1以上の高齢者の方、障害者はそれぞれの障害によって等級などの条件に該当する方、難病の方、妊産婦の方なので、広報としては、障害の方であれば認定をもらうときに配る冊子に付けており、障害の案内をするときにも付けている。高齢者の方にも同様に冊子の中でこの制度の案内をしている。妊産婦の方については『パマトコ』という、いろいろな子育て情報を載せているアプリがあり、登録者には制度の発信をしている。
太田委員
これはパーキング・パーミット制度と、優先駐車区画整備の関連は。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
パーキング・パーミット制度では利用証を発行するが、利用証が使えるのが車いす用の区画と、優先駐車区画の2種類になる。車いす用の区画は幅広のゼブラゾーンもある区画だが、優先駐車区画は普通の駐車区画の大きさで、出入りに車いすを使わない妊産婦などの方向けに、動線を短くするようできるだけ施設の入り口の近くに新たに設けている。昨年度は47区画、新たに設置した。
太田委員
事業者にも前向きに取り組んでもらえているか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
特に商業施設は、土日になると駐車場渋滞が起きるなどがあるので、事業者の方にご協力いただくのはハードルが高いが、昨年度は相鉄さんに三つの施設で設置のご協力をいただいた。
太田委員
私も高齢者だが、事業者の方にも広くご理解をいただき、整備をお願いしたい。
また、私は、以前、学校教育関係者だったので、『こどもリーフレット』の現物を見て、次世代を担う子どもたちに理解が進みいい社会が生まれやすいのではとうれしく思っている。
この作成の過程について伺いたい。子ども対象にこういうことをするのは、容易ではない。これは課の中で作ったのか、『ガイド』の委員の方を交えて作ったのか。
リーフレットの1ページ目は見開きについて、左側に子どもたちが自分の得意なこと、不得意なこと、右側に机・いすなどのバリアフリー関係が扱われている。『ふくまちガイド』も、ハードウエアとソフトウエアの両方の推進が必要ということで作ったと思うが、このリーフレットは、どちらかというとハードウエア関係の取り上げ方の比重が大きい印象だ。しかし物理的な環境以外のところで、人々の意識とか態度とか偏見の問題など、小学生の時代からできるだけ取り上げることも大事だと思う。その辺は、次の機会には取り上げて欲しい。
それと、障害や弱さを抱えている方たちの取り上げ方が多いという感じがする。国籍や文化の問題、性別、ジェンダーなど、もう少し幅広い多様性のことを考える必要があると思う。
次のバージョンとしてさらに使いやすいものを考えるなら、合理的配慮や社会モデルについて触れられたらと思う。また、児童支援制度で不登校やいじめの問題を扱う専門性のある先生がいるので、現場の先生の意見も取り入れていただけるとうれしい。
大原会長
では、作成のプロセスと、多文化共生というようなところをこれから広げていくかをお答えいただけるか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
3年ほど前から検討して、試行錯誤を繰り返し、ようやく昨年度できたもので、作成に当たっては、市と、小泉委員、和久井委員、大原先生、当事者が中心となって策定した。教育委員会、学校はあまり関わっていない。教育委員会の確認は必要だが、基本的には福祉保健課と、委員の皆さまで策定した。
ハード面が多いという話もあったが、小学生向けなので、自分の身近なところから、『ちがうことは自然なこと』を感じてもらうため、自分の周りの友達と自分は、得意なこと、苦手なことが違うというところから入り、学校でも、みんな一緒ではなく、低学年、中学年、高学年、環境に合わせて、いろいろ使いやすくされているというところから、少し視点を広げて町の中を見てみる。さらにそこから教室に戻っていくというところで、ハードの部分でも使い勝手が悪くなっているのはソフトの部分もあるというところ含む視点で作っている。
今後、これをどう更新していくのかはまだ考えていないが、そのときには様々な視点を取り組んでいければよいと思う。
太田委員
現在、学習指導要領の改定がなされており、多様性の包摂、ダイバーシティとインクルージョンを一歩進めようとしているようだ。この多様性、インクルージョンに関しては福祉系のほうが進んでいる可能性があるので、教育委員会のハードルは高いかもしれないが、日本社会の課題として、縦割りを超えて合同で前に向かって進めるようお願いしたいと強く思う。リーダー役としてぜひ引っ張っていただきたい。社会モデルや合理的配慮も、次の学習要領から出てくる。
和久井委員
こどもリーフレット作成の取り組みは何年も前から始めたもので、当初はこういう障害者がいたらこういう助け方をしようというものだったが、時代に合わせて社会モデルを子どもたちに学んでほしいと考え作り出したものだ。いろいろなものを盛り込むことは可能だが、内容量が多いとどんどん難しくなるし、小学校4年生ぐらいが対象なので、一番ベースとなることとして、人それぞれ違うのが当たり前で、みんな違っていい、それぞれが自分の状態でも問題なく過ごしていける社会を目指していく、というところを基本的な考えとして作っている。
今後、学校の先生が活用していくところで、のり代を付けてるというか、ベースはこれだけれども、先生個人個人によって授業の仕方を変えていくというのもあると思うし、いろんな汎用性を持ったリーフレットだと考えている。
何度か教育委員会の方も一緒に会議でお話をさせていただき、最終的に教育委員会の方にも良い内容のリーフレットだと言っていただいた。これはデジタル版でも作られているので、内容はどんどん更新していければと思う。これをベースに発展させながら、また変えていけるときにはより良いものを作って、もっと活用できる場があるといいと思う。
文字が多いと子どもは読まないので、文字を少なく作っている。教師用の解説書に伝えたい根本の考えを載せているので、よく読んでもらえば内容は理解していただけると思う。
小泉委員
当初より関わってきたが、社会福祉協議会の方も参加していたと思う。教育委員会の方も参加されていて、途中でなかなか進まない時期もあったが、こうして形ができた。こちらとしてはソフト面を重視していると思っていた。最後の教室場面で終わりにしているのは、いろんな子がいて当たり前で、スタートラインを揃えるためのやり方が違うだけなんだというところで、ソフト面で終わっているつもりだ。なかなか伝え方は難しいと思う。
大原会長
私も伴走をしている中で、思いとしては太田委員のご指摘のようなインクルーシブ社会をどうやってつくっていくかが一番大きな目標だったと思う。最初は指針の子ども向け版を考えるということで、易しい日本語で翻訳をした形にする話があったが、それだと本当に伝えたいことが伝わるかということから、内容に迫るような形で子ども向けに作ろう、教育の場面で生かされるものを作ろうということで変わっていった。指針と並行して進めてきて、3、4年はかかっている。本当にいろいろやりとりがあり、このページに収まるのは奇跡的で、取りあえずこのような形で実現した。
当初から共生社会づくりがテーマで、学校の教室の光景をみんなで考え、隣人の友達、同級生をちゃんと理解するという視点に持っていくことは新しい試みで、他の自治体でもなかなかない。そのオリジナルな考え方は大変、工夫された成果として出ていると思う。他にも教師用の解説書という形で、それが使われることを前提に作ったのは初めてではないかと思う。横浜市でも子ども向けのパンフレットがいろいろ作られているが、学校現場で伝えたいと思うことを解説するという試みは、大変念の入ったことだと思っている。
第一歩として現場でいろいろな形で使っていただき、それをブラッシュアップしていくことは大変重要だと思うので、この先も教育委員会に働き掛けをしていただき、現場で仲間を増やしていただければいいと思うので、皆さんにも応援していただければと思う。
太田委員
少し辛口過ぎました。
大原会長
もっともな意見であると思う。現場で使ってみようという声はあまり上がっていないと聞いたが、その辺りの感触は何かあるか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
昨年度の2月と今年度の5月、二つの小学校で実際にこれを活用して授業を行っている。後者については、このリーフレットをベースに1年間の総合の学習の時間を活動する。これら2校については、個別に紹介し、実現に至ったが、今後は市内の小学校に、こういったものがあると知ってもらい、選んでもらうことをしていかなければいけないので、学校に配布、周知するための段階を踏んでいるところだ。今後、これを学校に展開して、1人でも多くの先生が、使ってみたいと思ってくれればいいと考えている。
大原会長
皆さんもそれぞれのところでお勧めしていただければと思う。
山根委員
『ふくまちガイド』はあちこちに配布されているのは気付いているが、この子ども用のリーフレットはどこに配布されているのか、欲しいと言えば頂けるものなのか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
小学校は、授業をタブレット端末でやっているので、冊子化はしていない。基本はホームページ上からタブレット端末で直接、見てもらう仕組みにしている。ただ、要望があれば今回のように刷って用意することはできる。
和久井委員
本年度の予算の「その他」は、どこから来た予算、財源か。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
パーキング・パーミット制度が、基金からの財源を使っている。
大原会長
基金は市費ではないのか。
事務局（健康福祉局福祉保健課担当係長）
市の予算とは別に、寄付などを原資とする資金があり、そこから一部出していくので、内訳は市費ではなくその他としている。あと、この1,577万円は福祉のまちづくり推進事業だけの金額ではなく、それ以外の事業予算も含まれている。
和久井委員
せっかくの機会なので、事業者（の委員）からの市に対する予算や事業に関する要望・意見を聞きたい。
小堤委員
バリアフリー、ノンステップバスの導入等について、市にはいろいろ配慮いただいている。バス協会としては、福祉というよりもバスの走行環境、信号機や道の幅などについては、速やかな運行になるよう道路局にも要望を出させていただいている。区社協の福祉関係の予算も頂いているので、それについても要望を出させていただいている。
大原会長
他にも、エレベーターやノンステップバスに対する補助金を公的に出しているが、その他に何か支援してもらいたいものがあれば、この場で出していただいてもよいが、どうか。
今回、鉄道事業者複数社を含む専門委員会が設置されるが、横浜市に関係するさまざまな交通機関について、利用者側から見た情報の共通化が必要となるのではないかと思っている。専門委員会のような形で、横浜市内交通情報の共有システムを考える検討会を、この『横浜市福祉のまちづくり推進会議』にワーキンググループとしてつくるとよいのではないかと考えていた。
推進会議という機会における自由な意見ということの一つとして、提案させていただいた。
次回の推進会議では、各社で意見や要望等をまとめてきていただくとよいかもしれない。
（以上）
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